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― 午後 ２時４０分 再開 ― 

〇議長（坂本智徳君） 会議を再開いたします。 

 引き続き、一般質問を行います。 

 下条議員―10番。 

〇１０番（下条博文君）（拍手）〔登壇〕 自由

民主党、長崎市選出、県民皆様の思いをつなぐ

下条博文でございます。 

 一般質問の機会をいただき、皆様に感謝申し

上げます。 

 また、雨の中、お越しいただいた皆様にも感

謝申し上げます。ありがとうございます。 

 質問通告に基づき、一問一答形式でご質問を

行います。 

 1、県民の給与向上対策。 

 （1）成長性の高い新産業分野。 

 農林水産省小売価格の「全国単純平均値の動

き（令和4年4月）」によると、ロシアのウクラ

イナ侵攻などの影響を受け、原材料の高騰は、

消費者向けの小売商品や事業者向けの事業用商

品に値上げの形で影響が及んでいます。 

 小売商品価格では、小麦や食用油、菜種油の

上昇が特に目立っています。皆様にご配付して

いる資料のとおりでございます。 

 また、この物価高は給与に反映されていない

ことも、内閣府調べに明記されております。 

 本県の給与水準については、厚生労働省が令

和3年6月を対象とした賃金構造基本統計調査

によると、本県は全国35位でした。 

 私は、給与水準の向上は人口減少、社会減対

策としても重要だと考えています。給与水準を

向上させていくには、一次産業や観光・サービ

ス業、製造業ほか、あらゆる産業が関連します

が、給与水準を牽引する新産業などの成長分野

に絞ってお尋ねをいたします。 

 県として、成長性が見込める新産業分野を対

象に、どのような産業を想定して、その施策を

考えているのか、給与水準の向上に関する点も

含めて、知事にお尋ねいたします。 

 以後、対面演壇席に移り、質問を行わせてい

ただきます。 

〇議長（坂本智徳君） 知事。 

〇知事（大石賢吾君）〔登壇〕 下条議員のご質

問にお答えをいたします。 

 世界的なデジタル化の進展やカーボンニュー

トラルに向けた潮流の中、県では、付加価値の

高い雇用創出を図るため、半導体関連や情報関

連などの成長分野を中心に企業の誘致、育成を

図っていくことが重要と考えております。 

 そのため、今回補正予算でご提案しているグ

リーン対応型企業成長促進事業において、半導

体、航空機、ロボット、造船・プラント、医療

の5分野で県内中小企業の参入を促すため、企

業間連携による事業拡大や関連技術の研究開発

などの取組を支援することとしております。 

 また、情報関連や医療関連においては、長崎

大学や県立大学の知見などを活かし、企業誘致

を進めるとともに、誘致企業との協業による県

内企業の技術力向上を図ることとしております。 

 今後とも、本県経済を取り巻く環境が大きく

変化する中、県民の所得向上に資するよう、本

県の優位性を生かした力強い産業の育成に全力

を注いでまいります。 

 以後のご質問については、自席から答弁させ

ていただきます。 

〇議長（坂本智徳君） 下条議員―10番。 

〇１０番（下条博文君） すみません、今回、な

かなか時間がぎりぎりなもので焦ってしまいま

した。 

 知事、ありがとうございました。 

 本県では、国が示した新しい資本主義、グリ
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ーンデジタルなど、今、知事からご答弁があっ

たようなものが、もう既に県内には根づいてお

ります。 

 給与水準を牽引していくような可能性のある

新産業ですが、この新産業の分野に限り、私は、

県の施策が、より具体性、また先進性に対して

少し物足らなさを感じております。加速度的に

進化する時代の流れに応答し、本県の給与水準

向上を目指し組織的に取り組むことを要望し、

次の質問に移ります。 

 （2）情報系産業の振興。 

 本県では、県立大学情報システム学部120名

と長崎大学情報データ科学部110名、合わせて

年間に約230名の、金の卵である情報系人材を

輩出しています。 

 育成された専門人材は、今や国防の重要課題

でもあるサイバーセキュリティや、様々な社会

問題の解決に貢献するデータサイエンス等の知

識を生かして付加価値の高い仕事ができるので、

県内で就業していただき、起業してもらっても

いいと思いますが、県民の給与水準の向上を引

っ張ってもらいたいと願っております。 

 このような情報系専門人材の受け皿となる情

報系産業の振興に向けた県の取組について、お

尋ねいたします。 

〇議長（坂本智徳君） 産業労働部長。 

〇産業労働部長（松尾誠司君） 県では、オフィ

ス系企業の誘致による雇用の創出を図るため、

金融バックオフィスセンター構想のもと企業誘

致に取り組んだ結果、大手情報系企業などの集

積が一定進んできております。 

 この集積の効果を県内中小企業にも波及させ

るため、誘致企業との連携を促進しており、具

体的には、医療関連分野や情報セキュリティ分

野などのシステム開発等の受注により、県内企

業の技術力向上が図られた事例も出てきており

ます。 

 今後とも、企業誘致を進めるとともに県内企

業との連携を支援することにより、県内に情報

系専門人材の受け皿を創出してまいります。 

〇議長（坂本智徳君） 下条議員―10番。 

〇１０番（下条博文君） ご答弁をいただきまし

た。しっかり進んでおられるとは思いますが、

やはり何か物足らなさを感じます。 

 情報系産業は、最先端の分野になります。受

け皿をつくっていくためには、少し斬新なアド

バルーンを打ち上げることも重要ではないかと

いうふうに思います。 

 例えば、時間の都合上、詳細な説明は省きま

すが、来るべきブロックチェーン実装時代に向

け、再生可能エネルギーを用い、エネルギーの

地産地消を原動力としたマイニング施設を経済

特区で行うなどの具体的で先進的な取組などを

県として掲げていただきたい。 

 もう既に県立大学や長崎大学にはこういった

人材が根づいておりますし、また、高度な人材

も、高度な関係人口という形で来られています。

ぜひとも前向きに検討していただきたいと強く

要望して、次の質問に移ります。 

 2、行政ＤＸ促進。 

 （1）これまでのＤＸの取組と成果。 

 これまで定例県議会の一般質問などにおいて、

県におけるデジタル化やＤＸに関してお尋ねし

てきました。これまでの取組や成果について、

お尋ねいたします。 

〇議長（坂本智徳君） 企画部長。 

〇企画部長（浦 真樹君） 県におきましては、

長崎Society5.0推進プランを昨年度策定いたし

まして、これまで各種デジタル関連施策を展開

してきております。 
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 具体的には、全国で初めての事例となる県と

全市町が一体となったデータ連携基盤の構築、

そのほかローカル5Ｇを活用した高度専門医療

の提供体制の整備、農林水産分野におけるデジ

タル技術の導入、介護や高齢者見守りにおける

ＩＣＴの活用、県立学校におけるギガスクール

に対応できる教育環境の整備など、各分野にお

いて施策を推進してきているところであります。 

 しかしながら、行政における各種手続のオン

ライン化をはじめ、県内におけるデジタル化や

ＤＸの進捗については、まだ十分ではないと認

識をしているところであります。 

 そのため、各分野におけます今後のデジタル

関連施策の構築、推進に当たりましては、民間

人材の専門的知見をいただくなど、さらなる充

実、強化を図ってまいりたいと考えております。 

〇議長（坂本智徳君） 下条議員―10番。 

〇１０番（下条博文君） ただいまのご答弁で、

ＤＸについて十分ではないという認識を確認で

きました。 

 国が定める地方公共団体情報システムの標準

化に対する法律において、2025年度の統一シス

テム導入まで、あと約3年であり時間がありま

せん。今のようなご対応で、本当に間に合うん

でしょうか。 

 自治体システム標準化法は市町を中心とした

取組ですが、その中で国は方向性を定めます。

県は国と市町の中心に位置しており、そこには

県の役割が必ずあると思います。 

 ＤＸが進まない原因は何か、その原因に対し

て県はどのような取組を行おうとしているのか、

お尋ねいたします。 

〇議長（坂本智徳君） 企画部長。 

〇企画部長（浦 真樹君） 行政システムの標準

化につきましては、21の全市町におきまして、

国の目標時期である令和7年度末までに完了す

る見込みとなっております。 

 ただ、現在、システムの標準化に向けては、

各市町の業務に合わせた独自のシステムをこれ

まで構築していたことから、システム全般を見

直す必要があること、また、小規模の市町にお

きましては専任の職員を確保できず、また専門

的知見を有する人材も不足していることなどか

ら、現在、標準化の作業に時間を要しているも

のと考えております。 

 そのため県といたしましては、国の方針も踏

まえながら標準化にかかる目指す姿の共有を図

りますとともに、県情報戦略アドバイザーによ

る市町への助言や、標準化に向けた市町の枠を

超えた横断的な連携促進、こういったことを進

めましてシステムの標準化を今後促してまいり

たいと考えております。 

〇議長（坂本智徳君） 下条議員―10番。 

〇１０番（下条博文君） 今ご答弁いただいたと

ころですが、そもそも、こういったシステムの

標準化を進めていくに当たって、市町の職員の

皆さんを中心に、この行政ＤＸというものに対

しての理解は進んでいるんでしょうか。 

〇議長（坂本智徳君） 企画部長。 

〇企画部長（浦 真樹君） 市町の職員におかれ

ましても少しずつ理解は深まってきていると思

いますけれども、まだまだ十分ではないという

ふうに感じております。 

 そのため県では、デジタル担当の政策監、あ

るいは情報戦略のアドバイザーをこれまで市町

へ派遣しながら、デジタル化あるいはＤＸに関

するセミナーを実施するなど、首長や幹部職員

も含めまして市町職員の意識醸成、あるいは理

解を深めていただくということで取組を進めて

きているところでございます。 
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〇議長（坂本智徳君） 下条議員―10番。 

〇１０番（下条博文君） そもそも、こういった

システムの流れというのは、コロナ禍を経験し、

思い切ってデジタル化を進めなければ日本を変

えることができないという思いから、菅元総理

がデジタル改革関連法案の意義を主張し、昨年

9月1日、デジタル庁が発足したところからスタ

ートしています。 

 今ご答弁いただいたような形で、ＤＸの理解

がまだ不十分であるということがわかりました。

これは私も非常に強く同感しております。 

 話が若干、本筋からそれますが、今年度、長

崎大学情報データ科学部の社会人向けＩＴ講座

を私も受講させていただいております。今日も、

一般質問が終わった後に講義があるんですけれ

ども、そこで小林 透先生の大規模プロジェクト

マネージメントという講義があります。 

 「劇的ビフォーアフター」というテレビ番組

なんですけれども、狭い家に住んでいたおばあ

ちゃんが、リフォームの後にすごく嬉しくて涙

を流します。これ、嬉しいという気持ちの中に

なぜ涙を流しているのかという講義だったんで

す。時間があれば、ぜひとも知事を含め皆さん

にお聞きしたいところですけれども、時間があ

りませんので答えを言いますと、おばあちゃん

自身が、家をどうしてほしいのかというニーズ、

自分がどうしたいかということがわかっていな

い。その思いを酌みとってくれて、うれしいか

ら泣いているんだと、これが非常にこのプロジ

ェクトの中では重要なんだということを、約2

時間の講義の中で学ぶことができました。 

 話を戻しますが、行政ＤＸは、先ほど平田副

知事がお答えされていましたけれども、デジタ

ルという新しい技術を使い、県民自身が理解を

していないニーズを酌みとり、組織体制や慣例

など壁になっているものがあれば、それを突破

していく力、いわば酌みとる力と突破していく

力が非常に重要ではないかと思います。 

 デジタルは、あくまでツールです。目的の大

半は県民の行政サービス向上、利便性の向上。

そして、そこで大切なのはニーズを酌みとる力

と突破していく力、覚悟とコミュニケーション

能力と言い換えてもいいかもしれません。 

 知事の行政ＤＸに対する覚悟を、ここでお聞

かせください。 

〇議長（坂本智徳君） 知事。 

〇知事（大石賢吾君） 先ほど、企画部長からの

答弁にもあったんですけど、私としてもやはり、

限られた経営資源の中で、県民サービスの向上

や生産性向上などによる新たな付加価値の創出

に向けて、県内におけるＤＸについては、今後

さらなる充実、強化を図ってまいりたいという

ふうに考えています。 

 そのため庁内において知事や幹部職員で組織

するデジタルミーティングを新たに設置し、デ

ジタル化などに関する最新情報の共有などを図

りながらＤＸを加速化させてまいりたいという

ふうに考えています。 

 また、各分野の事業構築においても、民間人

材からの助言等も新たにいただきながら、産学

金官の連携のもと、国の交付金制度なども活用

して、長崎Society5.0推進プランに基づく多様

なデジタル関連施策を積極的に展開していきた

いというふうに考えています。 

〇議長（坂本智徳君） 下条議員―10番。 

〇１０番（下条博文君） 私がお伝えをしたかっ

たのは、デジタルというのは、プログラミング

なんですけれども、先ほど総務部長からご答弁

がありましたノーコードということもありまし

た。どんどんスキルが、技術が上がっていって、
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この専門的な知識はあったほうがもちろんいい

んです。ある方が必要なんですが、やはり人間

中心であってですね。どうも、こうやって皆さ

んといろんな形で接しさせていただくと、組織

であったりとか、いろんな慣例や、もしかした

ら法的なものであったり、そういったものが邪

魔をしたり、壁をつくったり、そういったもの

があります。 

 ぜひ、最年少で知事になられましたので、突

破してですね。そして、突破しながらも、ぜひ

皆さんとコンセンサスを得るようなコミュニケ

ーションで合意形成を図って、とにかくスピー

ドを上げてＤＸに取り組んでいただきたいと要

望して、次の質問に移ります。 

 （2）ＥＢＰＭ（根拠ある政策立案）へ向け

た取組。 

 行政ＤＸ、今、私がご説明させていただいた

ＤＸは、これが目的ではありません。整備をさ

れた後に、様々な行政サービスが非常に利便性

が高い状態でやり取りをさせていただきながら、

その結果、副産物として膨大な量のビッグデー

タを入手できる可能性があります。 

 そのビッグデータを基に、データサイエンス

を用い、解析や分析を行って、様々な現象を正

確に理解し、その理解度を基盤に政策をつくっ

ていくＥＢＰＭ、エビデンス・ベースト・ポリ

シー・メイキング、根拠ある政策立案の必要性

について、県の認識をお尋ねいたします。 

〇議長（坂本智徳君） 企画部長。 

〇企画部長（浦 真樹君） より実効性の高い施

策を構築していくうえで、各種データの分析結

果に基づくＥＢＰＭは、今お話がございました

ように、私どもとしましても、大変重要な取組

だというふうに考えております。 

 そのため、本年度から本格運用を開始してお

りますデータ連携基盤の有効活用、あるいはデ

ジタル化を念頭に置きながら、新たな事業構築

によるデータの取得を図っていく、さらには民

間の有する多様なデータの活用を積極的に進め

る、そういったことをやりまして、県における

ＥＢＰＭを、これからさらに推進してまいりた

いというふうに考えております。 

〇議長（坂本智徳君） 下条議員―10番。 

〇１０番（下条博文君） 今ご答弁をいただいた

ようなことを、いわゆる実装をしていくために

は、行政も含めた社会のデジタル化の中でビッ

グデータの利活用に向けて、今の段階から、そ

の情報をどのように入手して、どのように利活

用していくのか、設計をする必要があると思う

んです。これはデジタルの分野でアーキテクチ

ャーといいます。 

 「マトリックス」という映画の中で、「マト

リックス2」で白髪のおじいちゃんが出てくる

んです、最後の方で、これがアーキテクチャー

です。すみません、全然わからずに、申し訳ご

ざいません。 

 すみません、もう一回戻しますと、県の果た

す役割が何なのか、お尋ねをいたします。 

〇議長（坂本智徳君） 企画部長。 

〇企画部長（浦 真樹君） 今、アーキテクチャ

ーというお話がございましたけれども、行政シ

ステムの標準化をはじめとした、デジタルにか

かる、いわゆる横のつながり、連携の仕組み、

こういったものを、アーキテクチャーを統一し

ていくということが重要であるというふうに考

えております。 

 そのため県におきましては、県全体における

データ利活用の推進に際しまして、広い知見を

有する民間の人材をデジタル戦略補佐官として

登用いたしまして、アーキテクチャーの統一を
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はじめとしたデータ利活用に必要となる最新の

デジタル関連情報を提供いただきますとともに、

それらを県内にも広く周知することで、ビッグ

データの利活用を促進してまいりたいというふ

うに考えております。 

〇議長（坂本智徳君） 下条議員―10番。 

〇１０番（下条博文君） ちなみに、今、企画部

長がご答弁いただいた内容ですが、この具体的

なスケジュールというか、そういうものをお示

しできますか。 

〇議長（坂本智徳君） 企画部長。 

〇企画部長（浦 真樹君） 基本的には、現在進

めておりますSociety5.0推進プラン、こちらの

推進期間が令和7年度までということで今、取

組を進めておりますので、そちらのプランの推

進期間が、基本的にはスケジュールとしてはま

ず出てくるものと考えております。 

〇議長（坂本智徳君） 下条議員―10番。 

〇１０番（下条博文君） なぜこの具体的なスケ

ジュールを聞いたかというと、先ほど私が何ら

かの壁という表現をしました。この一つにスピ

ードというものがあると私は思います。このデ

ジタル化のスピードは本当に早いので、先ほど

もご答弁がありましたけれども、本当に異次元

のスピードになっております。 

 ただ、このスピードについていくために導入

するには、やはりリスクマネージメントという

ものがあります。行政の皆さんは本当にしっか

りした仕事をされていますが、このリスクマネ

ージメントというものと導入をするスピードの

バランス、ここの部分で、私は非常に重たいも

のを感じているんです。 

 ですから、先ほど私は、県や市町のコンセン

サスを得ましょうという話をしました。これは

もう一つ、県民の皆さんにもぜひ、コンセンサ

スをとってください。スピードを上げて、県民

の皆さんの生活向上、水準を、利便性を上げる

から、ちょっとの間、もしかしたらエラーが出

るかもしれない、だけれども、こういう計画を

もって導入してやっていくんだと、こういうこ

とが私は必要ではないかなというふうに感じて

おります。 

 デジタル社会において、1年は産業革命以前

の100年に相当するんじゃないかというような

声も聞いております。迅速を超えた超迅速な対

応をとっていただきたいと要望して、次の質問

に移ります。 

 3、県立大学「情報セキュリティ産学共同研

究センター」の充実。 

 （1）耐量子暗号。 

 県立大学では、昨年6月から情報セキュリテ

ィ産学共同研究センターの建設に着手し、来年

4月には併用開始の予定と聞いています。 

 サイバーセキュリティ分野を取り巻く環境も

急速に変化しており、特に、次世代のコンピュ

ータとして世界各国が開発にしのぎを削ってい

る量子コンピュータによって、現在のインター

ネットなどで広く活用されている暗号技術が破

られるのではないかと報道されています。 

 今、私がお話をしている量子コンピュータは、

皆様にお配りをしている2枚目、3枚目のところ

に基本的なものを書いております。 

 時間の都合上、この量子コンピュータについ

ての説明は割愛をしますが、アメリカ政府は、

量子コンピュータでも解読できない新たな暗号

技術、耐量子暗号の検討を進めており、2024年

にはその標準規格を決定する計画で、2031年以

降は現在の暗号技術を使わないよう、既に関係

各機関に呼びかけております。これはどういう

ことかというと、量子コンピュータが暗号技術
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の分野において、ものすごく脅威であるという

ことのあらわれなんです。 

 量子技術の影響が情報セキュリティ分野にも

広がっていく中、県立大学においても量子コン

ピュータへの対応を研究していく必要があると

考えますが、量子コンピュータ導入も含めて、

県の見解をお尋ねいたします。 

〇議長（坂本智徳君） 総務部長。 

〇総務部長（大田 圭君） 議員ご指摘のとおり、

現在の暗号技術は、高性能の量子コンピュータ

が開発されますと短時間で解読されてしまうこ

とが明らかとなっております。 

 こうした課題への対応につきまして、県立大

学におきましては、量子コンピュータでも解読

できない、ご紹介がありました耐量子暗号を研

究対象としている教員を中心といたしまして、

調査研究を継続して進めていくこととしていま

す。 

 また、大学からは、量子コンピュータによる

暗号解読のアルゴリズムは既に理論上解明され

ているほか、耐量子暗号につきましては理論上

の研究で足りまして、必ずしも量子コンピュー

タを必要としないということをお伺いしており

ます。 

 しかしながら、国全体の動きといたしまして、

先般策定をされております新しい資本主義のグ

ランドデザイン及び実行計画がございますが、

こちらにおきまして量子技術の取組を進めるこ

ととなされております。その重要性が高まって

いるという状況だと認識をしておりますので、

量子技術に関しましてどのようなことができる

か、大学と協議をしてまいりたいというふうに

考えております。 

〇議長（坂本智徳君） 下条議員―10番。 

〇１０番（下条博文君） 今、私は量子コンピュ

ータの導入、一例を提案をいたしましたが、情

報セキュリティ産学共同研究センター、これは

みんな期待をしているわけです。この共同研究

センターが卓越した研究結果を創出していくた

めには、常に新しいソフト・ハード面のアップ

デート、バージョンアップが必要だと考えます。 

 もしコスト面であったりとか、現在、実際に

この量子コンピュータがどのような扱われ方を

するのかというのも限定的にしか確定をしてお

りませんが、仮に早い段階で少しお買い求めや

すい金額になったとして、量子コンピュータ導

入が決まった場合には、実質的な研究力向上だ

けでなく、国内外に対するＰＲ、周知活動も大

変大きいものと考えます。ぜひとも、この新し

い技術、ソフト・ハード面、アップデート、バ

ージョンアップ、これを考えて、またそこに資

するすばらしい研究機関ですので、検討をして

いただきたいというふうに思います。 

 （2）情報セキュリティ学科の名称変更。 

 情報セキュリティ学科を設置した当時は、サ

イバーセキュリティという表現が一般的ではな

かったため、情報セキュリティ学科という名称

にしたものと理解しています。 

 現在は、既にサイバーセキュリティ基本法が

制定されるなど法律的にも定義され、一般的な

表現として使用されており、同学科の教育・研

究内容がサイバーセキュリティ分野そのもので

あるため、学科名をサイバーセキュリティ学科

に変更すべきと考えますが、県の考えはいかが

でしょうか。 

〇議長（坂本智徳君） 総務部長。 

〇総務部長（大田 圭君） 現在の情報セキュリ

ティ学科の研究・教育内容が、サイバーセキュ

リティという名称で適切に表現できるかといっ

た観点がございます。 
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 お聞きをしておりますと、情報セキュリティ

の方が、より広い概念だという中におきまして、

サイバーセキュリティに限定することなく、そ

の周辺部分の研究も行っていくとお聞きをして

おります。 

 また、そういった観点からも含めまして、学

科の名称につきましては、学生募集の際にも大

きく影響を及ぼすということもございますので、

そういったことを考慮しながら総合的に検討し

ていきたいというふう考えております。 

 今回、県議会で議論をいただいている内容に

つきましては、大学法人にもお伝えしていきた

いというふうに考えております。 

〇議長（坂本智徳君） 下条議員―10番。 

〇１０番（下条博文君） 今ご答弁いただきまし

たとおり、学術的には情報セキュリティという

名称があるかもしれませんが、直訳すると「イ

ンフォメーション・セキュリティ」となるんで

す。これはあまり一般的ではないんですよ。一

般的なのはサイバーセキュリティで、もうサイ

バーとセキュリティがくっついているんです。

サイバーセキュリティという一つの単語になっ

ております。 

 もう、どこの学会や、またいろんな経営の勉

強会に行っても、情報セキュリティというより

もサイバーセキュリティが一般的ですので、ぜ

ひとも。これは逆に周知活動の効果が上がると

私は思いますので、ぜひ検討をしてください。 

 情報セキュリティ学科の今後の展開について

質問します。 

 県立大学の情報セキュリティ学科と情報セキ

ュリティ産学共同研究センターが、今後、本県

に新たな産業を集積していく起爆剤になること

を大変期待しております。 

 既に同学科は、長崎県警とサイバーセキュリ

ティに関する総合協力協定を結び、県内外の民

間企業とともに産学官が連携してサイバーセキ

ュリティに関する取組を進めています。 

 こうした取組は一定評価しますが、サイバー

セキュリティの最先端の分野は他国からのサイ

バー攻撃に対する防衛分野であることから、全

国で初めて情報セキュリティ学科を設置した県

立大学が、率先して開発研究に取り組むべきと

考えます。 

 今後、大変大きなマーケットとして成長が見

込まれるサイバーセキュリティの分野を産業と

して本県に集積させていくためには、防衛省や

自衛隊と連携し、サイバーセキュリティの共同

研究などに取り組み、最先端の研究結果を創出

していくことで、県立大学がサイバーセキュリ

ティ研究の一大拠点となることを目指していく

必要があると考えますが、県の見解をお尋ねい

たします。 

〇議長（坂本智徳君） 総務部長。 

〇総務部長（大田 圭君） 現時点におきまして

は、防衛分野のサイバーセキュリティに関しま

して、一般的に情報が開示されていないという

状況がございます。そういった観点から大学か

らは、研究ニーズの把握が難しく、研究対象と

するのは困難だということをお聞きしておりま

す。 

 ただ、一方で、先ほどもご紹介いたしました、

国が公表いたしました新しい資本主義のグラン

ドデザイン及び実行計画、この中には、サイバ

ー攻撃への対応強化も盛り込まれています。

様々な取組を進めていくことが想定されてまい

りますので、こうした国の動向を注視しながら、

大学として何ができるか、協議をしていく必要

があるというふうに考えております。 

 また、情報セキュリティ学科を設置して以来、
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他大学に先んじまして専門分野の実務科教員を

招聘いたしまして研究・教育に取り組んできた

結果といたしまして、学会などにおけます県立

大学の存在感は高まっているというふうにお聞

きをしております。 

 こうしたことに加えまして、議員からもご紹

介いただいておりますセキュリティの産学共同

研究センターにおきまして、さらに多くの民間

企業との共同研究に取り組みまして、着実に研

究成果を積み重ねることで、県立大学のさらな

る認知度向上につながり、ひいては本県の産業

振興にも結びついていくものというふうに考え

ております。 

〇議長（坂本智徳君） 下条議員―10番。 

〇１０番（下条博文君） なぜこのようなご質問

をしたかというと、今年3月に、自衛隊の中に

電子隊部隊というものが編成されました。詳細

は、総務部長がおっしゃったように、なかなか

機密性が高く明かされておりませんが、主に電

波、そしてサイバーをつかさどる部隊というふ

うに聞いております。 

 長崎県では、既に佐世保市の相浦基地に配備

され、来年度には、議長の出身地である対馬に

も配備予定というふうに聞いております。 

 政府の見解にも明記されていますが、サイバ

ーセキュリティ人材は決定的に足りません。足

りておりません。ぜひとも、国や防衛省と連携

をして、取組を進めていただきたいというふう

に思います。 

 4、教育の考える力について。 

 （1）新学習指導要領の実施。 

 平成30年3月に新たに告示された学習指導要

領に基づく指導が、この4月から高等学校で実

施されるようになりました。 

 本県の高等学校においては、どのような方針

のもと教育実践が行われているのか、お尋ねい

たします。 

〇議長（坂本智徳君） 教育委員会教育長。 

〇教育委員会教育長（中﨑謙司君） 県立学校に

おきましては、生徒が、変化の激しい時代に対

応しつつ未来の社会を想像できますよう、従来

の知識や技能に重点を置いた学びに加えまして、

自ら課題を見つけ解決に向けて取り組む探究的

な学びの導入に努めているところであります。 

 具体的には、これまでのような教員主導の学

習だけでなく、一人一台端末も活用しながら、

生徒自身が自分の関心に基づいて主体的に学ん

だり、生徒同士が議論を交わして学びを深めた

りすることができるよう、また、時に教員がサ

ポート役となって生徒の意欲や能力を高める授

業に取り組んでまいります。 

〇議長（坂本智徳君） 下条議員―10番。 

〇１０番（下条博文君） もう一つ質問を続けま

す。 

 （2）文理探究科の設置。 

 昨年6月に公表された長崎県立高等学校教育

改革第9次実施計画において、令和5年度から、

長崎北陽台高校、佐世保南高校、島原高校、大

村高校及び猶興館高校に文理探究科が設置され

ます。 

 今後の長崎県を担う人材を輩出する学科にな

ると非常に注目しておりますが、どのような狙

いで設置され、どのような人材を育成しようと

しているのか、お尋ねいたします。 

〇議長（坂本智徳君） 教育委員会教育長。 

〇教育委員会教育長（中﨑謙司君） 今ご紹介い

ただきました、来年度より県立高校5校に設置

します文理探究科、これはキャッチコピーを挙

げておりまして、「踏み出せ、正解のない世界

へ、新しい大学進学アプローチ、普通科プラス
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アルファ」としております。 

 この学科は、自らが設定した課題の解決に向

けまして、ディスカッションやプレゼンテーシ

ョンを通しまして、実社会での問題解決力を養

うための学びが大きな特色となっております。 

 近年の大学入試は、学力検査だけでなく、高

校時代に取り組みました課題研究の内容や実績

などを総合的に評価するようになってきており

ますので、文理探究科におきましては、これら

多様な入試制度に幅広く対応できる学科としま

して、今後、文系や理系の枠にとらわれない探

究的な教育を実践しまして、それぞれの高い進

路目標の実現につなげることで、ふるさと長崎

や世界の未来を拓くリーダーを育成してまいり

たいと考えております。 

〇議長（坂本智徳君） 下条議員―10番。 

〇１０番（下条博文君） これは私の見解ですけ

れども、情報の処理能力が求められている時代

があったと思います。もちろんそれは今でも重

要な能力だと思います。しかしながら、今は正

解なき様々な社会的課題に取り組んで、何とか

それを解決していくということ、考える力が問

われる時代が来たのではないかと思います。 

 ご答弁いただいた考える力の充実に大変期待

しておりますので、よろしくお願いいたします。 

 5、障がい者支援。 

 特別支援学校に通学する医療的ケア児のスク

ールバス利用についてお尋ねをいたします。 

 医療的ケア児が特別支援学校に通学する方法

として、スクールバスと自家用車によるものが

あると理解をしています。医療的ケア児の保護

者より、送迎について困難な状況など様々な厳

しい状況について、お聞きをしております。 

 特別支援学校に通学する医療的ケア児のスク

ールバス利用について、県としてどのように考

えているのか、お尋ねいたします。 

〇議長（坂本智徳君） 教育委員会教育長。 

〇教育委員会教育長（中﨑謙司君） 特別支援学

校に通学します医療的ケア児のスクールバス利

用につきましては、乗車中のケアの必要性に応

じて利用できるかどうかの判断をしております。

乗車中にケアが必要になると想定される場合に

は、動いている車内でのケア実施の危険性、ま

た緊急時の停車場所の確保の困難さなどから、

これは県の専門家会議の指摘も踏まえまして、

原則として利用できないということを保護者の

皆様にはご説明させていただいております。 

 なお、スクールバスに乗れずに自家用車で通

学する方に対しましては、国や県からの通学費

の補助による支援を行っているところでござい

ます。 

〇議長（坂本智徳君） 下条議員―10番。 

〇１０番（下条博文君） 今ご答弁ありました厳

しい現状、私も実際に保護者の皆さんと研究を

重ねていく中で、私も、かなり厳しいというこ

とはよくわかっております。 

 ここで、要望というか訴えですけれども、日々

の送迎をしている保護者の皆さん、大変大きな

負担になっております。何かしらの対策と対応

と、それから医療的ケア児の教育を受ける機会

が喪失されることがないような何かしらの支援

について、研究をしていただきたいというふう

に要望いたします。よろしくお願いいたします。 

 6、災害及び危機管理対策。 

 （1）避難所の空調整備。 

 全国的にもいち早く、市内全ての小・中学校

20校に、避難所の整備として空調設備を設置し

た大阪府箕面市市役所を訪問し、設置学校を見

せていただきました。 

 箕面市の市長の率先した取組、国の支援制度
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との連携、災害対策に実際に役立っている現状、

空調設備と送風設備を組み合わせ、断熱材を入

れなくても十分冷却できる工夫、ランニングコ

ストも想定より負担ではないこと、全国から視

察に訪れられていることをお聞きしたんですけ

れども、ポイントは、工夫次第で断熱材等のイ

ニシャルコストを抑えながら、この設備を運営

することができるということを実際に見てきま

した。これは非常に大きなポイントです。 

 また、この空調設備を実施した箕面市が、翌

年に台風、大雨の被害にたまたま遭われていま

す。その時に、電力はダウンしたものの乗り越

えることができた、これは大変大きな経験だっ

たということを、実際に経験をされた職員の皆

様からお聞きすることができました。 

 こういった2点を鑑みても、避難所の空調設

備導入ついて十分検討すべきであると考えます

が、県の見解をお尋ねいたします。 

〇議長（坂本智徳君） 危機管理監。 

〇危機管理監（多田浩之君） 避難所として使用

する体育館の空調設備について、市町に確認し

たところ、376施設のうち2施設が整備済みで、

今後の整備予定については検討中という市町が

一部あるものの、大部分は整備予定なしという

回答でございました。 

 整備にかかる課題といたしまして、体育館の

使用頻度を踏まえたイニシャルコストとランニ

ングコストの問題や、構造上の断熱化の問題な

どが挙げられており、導入を進めるには、本来

の教育上の用途を含めた費用対効果の向上が必

要と思われます。 

 避難所の指定や運営管理につきましては、災

害対策基本法及び地域防災計画におきまして市

町の役割であることから、現在、各市町におい

ては、空調が整備された教室の使用及びスポッ

トクーラーの活用など、避難所の生活環境が良

好なものとなるように努められており、体育館

の設備については、それぞれの市町の方針に基

づいて整備がなされるべきものと考えておりま

す。 

 県といたしましては、避難所の感染症対策で

国費の活用が可能な場合など、資機材面での支

援、協力に努めてまいります。 

〇議長（坂本智徳君） 下条議員―10番。 

〇１０番（下条博文君） そうですね、最後に国

費のということがありました。この箕面市も国

の支援制度を。この箕面市の倉田市長は、もと

もと総務省のご出身で、非常に国と連携をとっ

ていたということを聞いております。ぜひとも

国と連携をとって。 

 特に私がお訴えをしたいのは、電力はすばら

しい原動力になります。しかし、非常に依存が

強くて、一旦ダウンすると全部止まってしまう

ということなんです。 

 今、私が皆さんにご提案をしているのはＬＰ

ガスを用いた空調設備の設置です。こういった、

1か所でも・・で原動力を確保していくという

ことは、非常に危機管理対策にとって大切な観

点ではないかというふうに考えますので、ぜひ

とも国と連携をして、導入に対して前向きに取

り組んでいただきたいということを要望して、

次の質問に移ります。 

 （2）弾道ミサイルに対する避難訓練と避難

所の整備（国民保護の取組み）。 

 ①本県の国民保護の取り組み。 

 ロシアのウクライナ侵攻、北朝鮮によるミサ

イル発射など、我が国を取り巻く安全保障環境

が厳しさを増している中、本県の国民保護の取

組はどのようになっているのか、お尋ねいたし

ます。 
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〇議長（坂本智徳君） 危機管理監。 

〇危機管理監（多田浩之君） 県といたしまして

は、県民の安全で幸福な生活と自由で平和な社

会が維持されることを念願しており、国におい

て諸外国との友好に努め、一層の外交努力が払

われることが重要と考えております。 

 しかしながら、万一、武力攻撃事態等に至っ

た場合には、国民保護計画に基づき、国の対処

方針に沿って警報や避難措置の指示等の情報伝

達、県の区域を超えた住民避難を要する場合の

他県との調整、離島から本土へ避難する場合の

手段の確保などを実施し、住民の生命、身体及

び財産の保護に取り組んでいくこととなります。 

 このような国民保護に係る対処能力の向上を

図るため、本年度、島原市において、消防庁と

共同で、警察、消防、海上保安庁、自衛隊、民

間等の各関係機関が参加する、住民避難に軸足

を置いた実動訓練を実施し、各関係機関との連

携を強化するとともに、住民避難要領を具体化

していくこととしております。 

〇議長（坂本智徳君） 下条議員―10番。 

〇１０番（下条博文君） もう一つ質問をします。 

 ②避難施設など弾道ミサイル攻撃への対応。 

 特に、今年に入って北朝鮮による弾道ミサイ

ルが高い頻度で発射されていますが、爆風等か

ら直接の被害を軽減する避難施設など、弾道ミ

サイル攻撃への避難施設の対応はどうなってい

るでしょうか。 

〇議長（坂本智徳君） 危機管理監。 

〇危機管理監（多田浩之君） 弾道ミサイル攻撃

については短時間での着弾が予想されることか

ら、爆風等からの直接の被害軽減に有効なコン

クリート造り等の堅牢な建築物を緊急一時避難

施設として指定を推進し、落下時の行動につい

て、住民への周知や着弾後の安全な地域への避

難指示などが必要となります。 

 今般、国において、今後5年間を集中的な取

組期間として緊急一時避難施設の指定を進めて

いく方針が示されたところであり、本県におき

ましても、市町と連携しながら、人口に対する

カバー率の低い市町の指定を推進してまいりま

す。 

 また、本年度、島原市で、先ほどお答えした

緊急対処事態を想定した実働訓練を実施する予

定であるほか、弾道ミサイルを想定した訓練に

ついても消防庁と共同で図上訓練を実施する予

定であり、併せて弾道ミサイルを想定した住民

避難パターンのさらなる充実も図ってまいりま

す。 

〇議長（坂本智徳君） 下条議員―10番。 

〇１０番（下条博文君） ご答弁いただきました。 

 頑丈な建物への避難については、これは長崎

県の現状を見ても一定理解はできます。 

 しかし、皆様にお渡ししています資料の最後

のページですが、内閣官房の国民保護ポータル

サイトというものがあります。こういったチラ

シです。こういうふうな対応をしてくださいと

いうことが載っているんですけれども、ここに

本県のこういった弾道ミサイル時の避難所につ

いて、一覧が載っております。これを確認しま

したところ、学校などの避難施設が多かったで

す。 

 ロシアのウクライナ侵攻の報道を見ていても、

学校などは逆に爆撃のターゲットとなっている

のではないでしょうか。トイレ、電気など最低

限の生活インフラを整備した地下の避難所やシ

ェルターなど検討する必要性はないのか、再度

お尋ねいたします。 

〇議長（坂本智徳君） 危機管理監。 

〇危機管理監（多田浩之君） 弾道ミサイル等武
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力攻撃事態につきまして、生活インフラが整備

された地下シェルターが望ましいとは思われま

すが、地下街や地下駅舎がない本県におきまし

て、地下施設の確保には課題が多いということ

も事実でございます。可能な限り、建築物の地

下のフロアであるとか地下駐車場、こういった

ところの指定を増やすように努めてまいりたい

とは考えておりますけれども、国とも相談しな

がら、本県の実情に応じて、コンクリート造り

の堅牢な建築物等の指定と併せて指定の検討を

進めてまいりたいと考えております。 

〇議長（坂本智徳君） 下条議員―10番。 

〇１０番（下条博文君） そうですよね。私も少

し研究してみましたけれども、やはり県単独で

やっていこうということはなかなか難しい状況、

地下施設、設備がないというところを考えても

そこはわかるんですけれども、国などとも連携

をしてやっていただきたいんですが、この議論

自体、これは有事の状況では絶対にできないと

思います。平時である今、議論、検討すべきで

はないでしょうか。議論を含め、準備をしてい

けばよかったと後悔があっては絶対になりませ

ん。国と連携し、協議し、準備を行っていただ

きたいと強く訴えて、次の質問に移ります。 

 7、県庁舎跡地活用。 

 （1）情報発信機能。 

 今般、広場、情報発信、交流支援の3つの機

能を柱に、賑わいと交流による新たな価値を創

造する県庁舎跡地整備の基本構想案が示されま

した。 

 この地の歴史を十分に体感していただきたい

のですが、あまりに重層的な歴史があるがゆえ

に、例えば、建物を復元するなどにしても特定

の時代を再現することは非常に難しいと思いま

す。 

 しかし、ＶＲ、いわゆるバーチャルリアリテ

ィリーの技術を活用すれば、コンテンツを入れ

替えるだけで、あらゆる時代の一場面をフレキ

シブルに再現することが可能となります。 

 さらには、通常ＶＲというものを体験するに

は、プレイステーションとかでも、こういうふ

うにヘッドセットというものを着用します。こ

れは個人差がありますが、私は、このヘッドセ

ットを着けると必ず酔った状況になります。具

合が悪くなるんですよね。なる方とならない方

があるというふうに言われていますが。 

 このヘッドセットの着用が一般的ですけれど

も、技術は日々進化し、最近では、何も装着せ

ずとも、例えば360度フルスクリーン、高解像

度のモニターを用いたＶＲなどの新技術も開発

されており、様々な事情からヘッドセットの装

着に消極的だった方々にも、近い将来、安心し

てＶＲを体験いただける環境が整ってくるので

はないかと考えています。 

 より多くの皆様に、この地の歴史や県内各地

の魅力を体感していただくための情報発信機能

として、最先端のＶＲ技術を導入することが効

果的ではないかと考えておりますが、県の見解

をお尋ねいたします。 

〇議長（坂本智徳君） 地域振興部長。 

〇地域振興部長（早稲田智仁君） ＶＲ、バーチ

ャルリアリティーなどの先端技術を用いた情報

発信については、県庁舎跡地の歴史の変遷や世

界遺産、県内各地の自然、文化など、本県の魅

力を体感していただける有効な手法の一つでは

ないかと考えております。 

 また、訪れた方々に安心して先端技術に触れ

ていただくためには、利用者へのご負担を少な

くするとともに、利便性を高め気軽に体験して

いただける環境整備にも留意する必要がありま
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す。 

 そのため、今後、ＶＲを含めて先端技術を活

用した情報発信についての研究を深め、県庁舎

跡地における利活用を検討してまいりたいと考

えております。 

〇議長（坂本智徳君） 下条議員―10番。 

〇１０番（下条博文君） 最先端のＶＲ技術は、

私もこの前、東京の方に行って、各地で見せて

もらいました。本当にコロナ禍で、ようやくい

ろんな地方に視察に行けるようになったなとい

う思いと、それから、ここまでＶＲが進んでい

るのかということを体験をしました。 

 一例を申し上げますと、全てスクリーンなん

ですよ。恐竜が卵を産みます。そこに3人の人

間がいて、このうちの誰かを、生まれた小さな

恐竜がお母さんと思います。これはＡＩで入れ

ています。たまたまそれが私だったんです。3

人の中で私でした。ついてくるわけです。そし

て、私が止まると必ず上を見る、私の顔を見上

げます。プログラムが設定されていて、親のテ

ィラノサウルスが迎えに来て、走っていくんで

す。 

 その時にどのような感情になったかというと、

「ああ、この子のためを考えたら、お母さんの

方がいいよね」ということを、これは本当なん

ですよ。そういう没入感というのは、うそとわ

かっていても、一時悲しいんですよね。という

ような感覚を受ける、新しい体験を体感させて

いただきました。 

 このようなＶＲは、重層的な歴史を持ってい

る長崎においては、非常にコンテンツとしてや

りやすいですし、たくさんの歴史がある本県だ

からこそ積極的に取り入れていただきたいとい

うふうに思います。 

 県庁舎跡地は、賑わいの創出や新たな価値の

創造というもの、かけておりますこのようなヘ

ッドセット着用なしの新たなＶＲ導入について

も、ぜひとも検討していただきたいというふう

に思います。 

 （2）周知・広報活動。 

 県庁舎跡地に賑わいや交流を生み出していく

ためには、効果的な周知・広報活動が重要なも

のになると考えています。 

 例えば、跡地に導入する最先端技術の一部を、

跡地で導入する前に県内各地のイベントなどで

試験的に体験してもらう。体験いただいた方に

ＳＮＳの情報で発信を促し拡散を図っていくな

ど、自身の体験に基づく発信、これは周囲を動

かしていく大きな力があります。 

 今のお話はあくまでも一例ですが、多くの県

民の皆さんに跡地への関心を高めていただくた

めに、この跡地だけに集約したものではなくて

広く広報活動に取り組んでいただきたいと考え

ておりますが、県の見解をお尋ねいたします。 

〇議長（坂本智徳君） 地域振興部長。 

〇地域振興部長（早稲田智仁君） 多くの県民、

市民の皆様や観光客の皆様に県庁舎跡地へ訪れ

ていただくためには、各機能の充実を図るとと

もに、情報をお届けしたい対象者を意識した効

果的な情報発信を行う必要があるものと考えて

おります。 

 特に、若い世代の方々については、ＳＮＳな

どを活用し、工夫した情報発信を行うことが大

切であります。 

 そのため、今後、暫定供用時に実施する賑わ

いづくりのイベント等において、ＳＮＳなどを

活用した情報発進にも取り組み、その検証に努

めながら、効果的な周知広報について検討を深

めてまいりたいと考えております。 

〇議長（坂本智徳君） 下条議員―10番。 
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〇１０番（下条博文君） ぜひ、そのように取り

組んでいただきたいと思います。 

 先ほど恐竜の話をしましたが、もう一つ、こ

れは体感はできなかったんですが、資料を見せ

てもらったことを皆さんにお伝えしたいと思い

ます。 

 これはモビリティ、動くものですね、モビリ

ティとＶＲの融合です。例えば、電車の窓にＶ

Ｒの、先ほど私が言った高解像度のモニターを

貼ります。そして、走っている風景が、例えば

江戸時代になったり、明治になったり、昭和初

期になったりと変わっていく。 

 これは人間がどのような感覚を受けるかとい

いますと、動いていますので、本当にその時代

にタイムスリップをしたような感覚です。映画

の4ＤＸと呼ばれるものに近い感覚がありまし

た。 

 話をいろいろ聞いてみますと、そこまで費用

が高いというわけではありませんでしたので、

これは一例ですけれども、このようなモビリテ

ィとＶＲの融合。県庁舎跡地が今からオープン

しますよということを、キャンペーンとして、

電車であったりバスであったり、それはまだわ

かりませんが、そういった公共の乗り物に今の

ようなイベントを行っていくとか、そしてこれ

をＳＮＳで発信してくださいとやっていく。こ

れは非常に期待値が高まる動きになるというふ

うに思います。 

 様々な可能性とわくわくするような企画の実

施を要望して、次の質問に移ります。 

 8、長崎駅周辺での県産品の情報発信拠点。 

 県内では長崎駅の再開発が進み、多くの人が

集まってくることが見込まれ、情報発信として

は長崎駅前は非常に魅力的な場となっています。 

 複数の県内生産者の声を聞いたところ、駅前

の再開発が進む中で、駅前商業施設への出店は

ぜひとも計画したいところだが、零細事業単独

ではハードル、経費ですね、ハードルが高いた

め、テナントとして入居することは困難だとい

う声を幾つもお聞きしました。 

 県内、特に長崎駅周辺での県産品情報発信拠

点について、県はどのように考えているのか、

お尋ねいたします。 

〇議長（坂本智徳君） 文化観光国際部長。 

〇文化観光国際部長（前川謙介君） 現在、長崎

駅周辺におきましては、県産品の販売、あるい

は情報発信の場といたしまして、一般社団法人

長崎県物産振興協会が運営しております長崎県

物産館が設置されております。 

 また、本年3月、駅構内には、ＪＲ九州グル

ープが運営いたします、かもめ市場が開業いた

しております。 

 物産館が入居をしております交通産業ビルに

つきましては、今後、周辺を含めた再整備が検

討されておりまして、こうした変化を捉えて、

県物産振興協会が主体となって、規模や機能、

または費用負担も含めまして、物産館の方向性

について検討していくこととなります。 

 県といたしましても、物産振興協会の検討を

促し、また協力しながら、その検討を後押しし

てまいりたいと考えております。 

〇議長（坂本智徳君） 下条議員―10番。 

〇１０番（下条博文君） 日本橋の物産館、あれ

はアンテナショップとして、私も何度か行かせ

ていただきましたが、非常に評価が高い。やは

りああいう県産品を手に取って触れるような販

売チャンネルということは、非常に生産者のた

めになると思います。非常に重要だと思います。 

 ご答弁ありましたとおり、県物産振興協会の

皆様と連携をし、生産者の利益につながる取組
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を行っていただけるように要望いたします。 

 9、鷹島水中遺跡。 

 平成23年10月に鷹島で元寇1号が発見され、

その後も、国内で初めて国史跡に指定された鷹

島神崎遺跡、元寇2号船も発見されております。 

 地元松浦市も大いに盛り上がっておりますが、

鷹島水中遺跡に対し、これまで国にどのように

働きかけをし、県としてどのように対応してき

たのか、お尋ねいたします。 

〇議長（坂本智徳君） 教育委員会教育長。 

〇教育委員会教育長（中﨑謙司君） 県では、現

地鷹島に調査研究施設を設置することなどを平

成24年から政府施策要望として、また平成27年

からは重点項目に位置づけて国に要望しており

ます。 

 昨年度からは、全国の大学生等を対象とした

水中考古学の体験講座を開催するなど、鷹島水

中遺跡の知名度向上に向けて取り組んでいると

ころでございます。 

〇議長（坂本智徳君） 下条議員―10番。 

〇１０番（下条博文君） ご答弁ありがとうござ

いました。今後は、今おっしゃった政府施策要

望に加え、地元松浦の熱い思いを盛り上げてい

くために、県の様々な取組ですね。ぜひ知事、

教育委員会教育長、ぜひ一度、地元の鷹島を見

に来ていただいて、鷹島が今どのような形でや

っているのか、そして様々な国に対する働きか

け、これもぜひとも体を動かして、実際に、コ

ロナ禍を鑑みながら、国の方にも働きかけをし

ていただきたいと強く要望して、最後の質問に

移ります。 

 10、猫殺処分ゼロに向けた取組み。 

 私自身、保護猫を7匹飼育しており、10数頭

を譲渡した経験もあり、現在も保護猫、地域猫

活動に取り組んでおります。 

 知事の公約にも動物の殺処分ゼロが掲げられ

ました。 

 様々なこういったボランティアであったり地

域猫活動の皆さんとコミュニケーションをとる

中で、地域猫活動を成功させるポイントとして

4点、1、餌をあげる、餌だけではなくて、2、

トイレの管理も行う、3、不妊・去勢手術を行

う、4、ボランティアらが行政の皆さんと連携

をする、この4つが非常に重要であるとお聞き

しました。この4つのポイントを浸透させてい

くために、地域猫に関するセミナーの開催が不

可欠ということでした。 

 私、先日、長崎市の動物愛護センターに伺い、

所長と意見交換を行いました。 

 この時に、収容される、運ばれてくる猫たち

は様々ですので、今から私が言う数字はあくま

で概算になりますが、例えば100匹の猫が収容

されたとします。この猫たちは、もうほとんど

が子猫です。そして、その20％ぐらいが譲渡会

に渡していけるような飼育が可能だと思われる

猫たちです。残りの80％の中で、重いけがや病

気の猫たちはちょっと厳しいということでした。 

 しかし、その中に数10％、何とか手をかけれ

ば譲渡会までつなげられるぞという猫がいます。

これはどういう猫かといいますと、人間が関与

をしなければ死んでしまうような小さな猫たち

です。この子たちを何とか、管理センターのス

タッフの皆さんは人員がなかなか限界がありま

すので、これをミルクボランティアと呼ばれる

方たちと連携をして取り組んでいくと、殺処分

の劇的な変化が考えられるんじゃないかという

ふうに思います。 

 このような手法を取り入れ、ボランティアと

も協働しながら、殺処分ゼロを目指すための県

の取組についてお尋ねいたします。 
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〇議長（坂本智徳君） 県民生活環境部長。 

〇県民生活環境部長（貞方 学君） これまで、

動物の殺処分の減少を図るために、野良猫など

を地域で飼養、管理する地域猫活動を行うボラ

ンティアに対し、猫の不妊・去勢手術費用を助

成し、年々殺処分数を減少させてきたところで

ございますが、依然として殺処分数は全国でも

多い状況でございます。 

 このため、殺処分ゼロの実現に向け、最終的

な目標年度を定め、どのような取組をどのよう

な時期に実施するかを明らかにしたロードマッ

プを作成していきたいと考えております。 

 具体的な取組内容は現在検討している最中で

ございますけれども、収容数の削減、収容動物

の譲渡促進、市町や県民、ボランティア団体等

との連携強化を図ることで、できるだけ早期の

殺処分ゼロを目指してまいりたいと考えており

ます。 

〇議長（坂本智徳君） 下条議員―10番。 

〇１０番（下条博文君） 最新の研究結果では、

猫は、食べ物を食べたり物で遊んだりするより

も、人との触れあいを重視しているというよう

な、非常に人間にとってかわいい存在でござい

ます。 

 ぜひとも、こういった殺処分、軽減していた

だきたいと要望して質問を終了いたします。あ

りがとうございました。（拍手） 

〇議長（坂本智徳君） 本日の会議は、これにて

終了いたします。 

 明日は、定刻より本会議を開き、一般質問を

続行いたします。 

 本日は、これをもって散会いたします。 

― 午後 ３時４２分 散会 ― 

 


